










































































































































































































































　　　　　　　　（1＋β）t1－t1x＋γt1（β （1－x* ）＋（1＋x－2x*）（1－x）―――――――――2 ）. ⑷
前節の議論と同様に、自動車利用と公共交通機関利用のどちらについても無差別となる家計は地
点x*に居住するため、⑶式および⑷式より、x*について以下の関係が成立する。


































（Ⅰ）．γ≥ t3 ⁄ t1－1




































































2＋2γt1（β （t3－ t1）＋ t2＋ t3）－（βγt1＋2t3）――――――――――――――――――――――――――
（（1＋βγ）t1＋ t3）
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